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要 旨

震災時の避難行動を支援する災害情報の
拡散手段に関する検討

杉野 修弥

東日本大震災以降，災害時の避難手段として，やむを得ない場合に限り，自動車での避難

が認められるようになった．自動車避難の問題点として，信号の不点灯，建物の倒壊や陥没

による道路閉塞，交通渋滞が挙げられる．また，震災時には津波遭遇にするリスクや浸水に

よる道路消失が考えられる．本研究では，災害情報と情報拡散手段を組み合わせた避難行動

について検討する．災害情報は道路閉塞と渋滞情報を拡散し，津波の到達を考慮する．情報

拡散手段には，人伝，ラジオ，SNS，v2vを使用する．災害情報と情報拡散手段の種類によ

る有効性をシミュレーションにより評価した結果，道路閉塞箇所や考慮する災害情報によっ

て，有効な拡散手段が異なった．情報拡散手段を単体で使用する場合，拡散範囲や拡散でき

る情報量に影響を受けやすく，考慮する災害情報が多くなるほど，経路変更回数の増加によ

りデマ情報の影響力が大きくなる．複数組み合わせた場合には，デマ情報の拡散力は強くな

り，特に，SNSを使った場合はデマの影響力が大きくなる．

キーワード 避難経路，道路閉塞，津波，渋滞，情報共有
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Abstract

Consideration of Disaster Information Dissemination

Channels to Support Evacuation Measures During

Earthquakes

Shuya Sugino

Since the Great East Japan Earthquake, evacuation by car has been permitted only

when absolutely necessary as a means of evacuation during disasters. Issues with car

evacuation include signal failures, road closures due to building collapse or subsidence,

and traffic congestion. Additionally, during earthquakes, there is a risk of encountering

tsunamis and roads disappearing due to flooding. This study examines evacuation ac-

tions combining disaster information and information dissemination channels. Disaster

information includes disseminating road closure and congestion information while con-

sidering tsunami arrival. Information dissemination channels include word-of-mouth,

radio, social media, and vehicle-to-vehicle communication. Evaluation through simula-

tion based on the type of disaster information and information dissemination channels

revealed that effective dissemination methods varied depending on the location of road

closures and the disaster information considered. When using individual information

dissemination channels, the extent and amount of information that can be disseminated

are easily influenced, and as the number of disaster information considerations increases,

the influence of misinformation grows due to an increase in route changes. In addition,

when multiple channels of information dissemination are combined, the dissemination

power of misinformation becomes stronger, especially when SNS is used.
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第 1章

はじめに

震災時の避難手段は原則として徒歩であるが，2011年の東日本大震災について，内閣府・

消防庁・気象庁が実施した共同調査では，調査対象の約 57% が自動車での避難を行ってい

た [1]．また，自動車避難により，徒歩での避難が困難な幼児や高齢者が被災を免れた事例

も報告されており自動車避難の有効性も明らかとなった [2]．このため，平成 24年には，災

害時の避難手段として，やむを得ない場合に限り，自動車での避難が認められるようになっ

た [3]．このような背景から，自動車避難を取り入れた避難計画も検討されており，安全な

避難行動を支援するための研究も行われている．

安全な避難行動を実現するために，現状の自動車避難の問題点を改善する必要がある．国

土交通省の調査では，津波からの避難する際の問題点として，信号の不点灯，建物の倒壊や

陥没による道路閉塞，交通渋滞が挙げられた [4]．東日本大震災以降に発生した三陸沖地震

や福島沖地震では，津波警報が発令された際に多くの人が自動車避難を行ったため，渋滞が

多発し，車両での自由避難の危険性が問題となった [5]．他の問題点として，津波に遭遇す

るリスクや浸水による道路消失が考えられる．特に沿岸部の地域では，避難する方向や経路

によって津波との遭遇率が変化するため，安全な避難の実現には，津波遭遇リスクを考慮す

る必要がある．これらの問題点から，道路状況や津波遭遇リスクを考慮して津波避難計画を

作成する必要があるが，震災時の状況を事前に予測することは困難である．そのため，近年

では震災発生後，リアルタイムに避難行動を支援する方法が検討されている．

リアルタイムに避難行動を支援する方法として，情報分野技術との融合が注目されてい

る．特に，近年の車両は IoT 化が進みインターネット接続や無線機器による通信が可能と

なっている．そのため，車両が道路閉塞や渋滞を発見した際に，搭載された通信機器によっ
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て情報を拡散を行うことで，震災時の状況に応じたリアルタイムな避難行動支援が実現でき

る．このような情報拡散手段を利用することにより，道路閉塞による迂回や渋滞による待ち

時間が短縮され，避難速度の向上と交通の効率化が期待できる．また，震災時にはスーパー

コンピュータが自動的に優先利用され，リアルタイムな津波浸水推定が行われる [6]．推定

した津波遭遇リスクを共有することで，津波遭遇リスクを考慮した避難行動が実現でき，津

波との遭遇率を低減させることも可能である．

技術の進歩により，情報拡散手段を用いた道路閉塞，渋滞情報の拡散や，津波遭遇リスク

の考慮により，安全な避難行動を支援することは可能である．しかし，情報拡散手段を用い

た情報共有に関して，災害情報と情報拡散手段の種類による有効性についての調査は行われ

ていない．そのため，拡散する情報によって，拡散範囲やリアルタイム性といった情報拡散

手段の特徴への依存度が高い可能性があり，場合によっては，情報を拡散することによる被

災車両数の増加が考えられる．

本研究では，災害情報と情報拡散手段の種類による有効性を被災車両数を用いて評価す

る．情報拡散手段は，人伝，ラジオ，SNS（Social Networking Service）,v2v(Vehicle-to-

Vehicle) を使用し，単体での使用した場合と複数組み合わせて使用した場合の 2 項目で結

果を取得する．結果の取得には，シミュレータには車線数やカーブの原則など詳細な交通シ

ミュレーションが可能である SUMO（Simulation of Urban MObility）を使用する．そし

て，震災時の避難行動を支援する災害情報の拡散手段に関する検討を行う．

– 2 –



第 2章

関連研究

本章では，災害時の避難行動を支援する研究について，自動車避難を想定している研究を

示す．

情報拡散手段を用いた自動車避難について，渡辺ら [7]は，震災時の道路閉塞情報を複数

の情報拡散手段を組み合わせることで，避難時間の短縮が可能であることを示した．具体的

には，情報拡散手段として，人伝，ラジオ，Twitter（SNS），無線通信（v2v）を使用し，

不通信エリアの有無や無線通信の同期時間の違いによる避難時間を計測している．結果とし

て，単体で使用した場合には，不通信エリアがある場合，無線通信が有効であり，不通信エ

リアがない場合，Twitter が有効であることを確認している．複数組み合わせた場合には，

単体で使用する場合よりも避難時間が短縮できるだけでなく，不通信エリアや無線通信の同

期時間といった，災害時の状況への対応力向上についても言及している．また，Twitter利

用者割合を 4割から 2割に減少させた場合，単体では避難時間が増加するが，複数組み合わ

せることで，利用者割合への依存度が小さくなることを明らかにした．

津波遭遇リスクを想定した自動車避難について，奥村ら [8]は，津波の到達が早い地域を

避け，安全な地域で渋滞を発生させることが，津波遭遇リスクが低下することに着目してい

る．そして，総避難距離最小，総所要時間最小（渋滞時間の最小化），総津波遭遇リスク最

小で比較を行うことで，最短距離の避難所に避難する場合よりも，渋滞による待ち時間の最

小化や津波遭遇リスクを最小化した場合の方が安全に避難可能であることを明らかにした．

さらに，避難車両数が多いほど，避難経路の安全性確保には，津波遭遇リスクを最小化が最

も適していることを示した．

これらの研究から，情報拡散による避難支援に加え，津波遭遇リスクを考慮することで，
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被災車両数を減少できると考え，昨年，津波遭遇リスクを考慮した場合の情報拡散手段の有

効性について，被災車両数を用いて評価した [9]．この研究では，渡辺らの研究と同様に，情

報拡散手段として，人伝，ラジオ，SNS，v2vの使用を想定してシミュレーションを行った．

シミュレーションには，自動車制御と交通渋滞の再現を実現するために，交通シミュレータ

SUMOを使用し，より震災時の状況に近い条件で結果を取得した．シミュレーションの結

果，単体で使用する場合には，自車両への影響力の高い近隣の情報を，大量に拡散できる

v2vが被災車両数を最小にすることを確認した．3つ以上の情報拡散手段を組み合わせて使

用した場合には，デマ情報を発信する SNSと他の情報拡散手段が組み合わさることで，デ

マ情報の拡散力が強くなったため，被災車両数の減少を確認できなかった．SNSを使用しな

い組み合わせでも，v2v単体での被災車両数と大きな差は確認できなかった．

以上のように，様々な分野から災害時の避難行動支援に関する研究が行われているが，災

害情報と情報拡散手段の親和性について評価している文献はない．そこで，本研究では，災

害情報と情報拡散手段の種類による有効性を被災車両数を用いて評価する．また，情報拡散

手段を単体で使用した場合と，3つ以上の情報拡散手段を組み合わせて使用した場合に分け

て結果を取得することで，各情報拡散手段の特徴を明らかにする．
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第 3章

災害情報モデル

本章では，災害情報として扱う道路閉塞，渋滞，津波遭遇リスクについて説明する．また，

各災害情報における定義や制約条件について述べる．

3.1 道路閉塞

道路閉塞とは，建物の倒壊，液状化現象，寸断などの影響で通行できない道路である．

本モデルでは，道路閉塞箇所をシミュレーション実行前に指定し，シミュレーション中に

新しく発生することは考慮しない．さらに道路閉塞箇所は，道路の終端に存在しているもの

と仮定する．また，道路閉塞箇所に選択される道路は，式 3.1,式 3.2 を満たす道路からラン

ダムに選択される．
i /∈ T (3.1)

Ci ≥ Xi (3.2)

式 3.1は，道路 iが，避難所に選択された道路の集合 T の要素ではないことを示す．避難

所が道路閉塞箇所として選択された場合，被災車両数に与える影響が大きく，結果の安定性

が確保できない．そのため，道路閉塞箇所は避難所以外の道路から選択する．

式 3.2は，道路 iの許容量 Ci が，出発する予定の車両数Xi 以上であることを示す．道路

の許容量が出発予定台数を下回る場合，道路閉塞の影響で車両が停止すると，出発予定の車

両数が道路ネットワーク上に出現できない．SUMOでは道路ネットワーク上に出現してい

ない車両の制御は行えず，情報拡散や避難経路の再探索など，車両に対する処理が実現でき

ない．また，全ての出発予定車両が出現するまで進行を続ける場合，出発予定台数が許容量
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3.2 渋滞

を超えていると先頭車両が道路閉塞箇所を通過する可能性がある．以上のことから，出発予

定台数を超える許容量を持つ道路から選択する．

許容量 Ciは，道路 iの長さ liに存在できる車両数であり，式 3.3によって求める．SUMO

では，道路ネットワーク上に出現する車両（乗用車）の大きさは，車間距離を含めて 7mか

ら 8mであったため，車両 1台が存在するための長さを 8mとする．

Ci =
li
8

(3.3)

3.2 渋滞

渋滞の定義として，NEXCO 中日本/東日本/西日本は，時速 40km 以下で低速走行ある

いは停止発進を繰り返す車列が 1km 以上かつ 15 分以上継続した状態としている [10]．し

かし，災害時に信号の不点灯，道路閉塞，歩行者への警戒などにより，通常時とは大きく異

なった状況が発生し，上記の渋滞の定義を適用することは困難である．そのため，本研究で

は渋滞の定義を，車両密度が 70％以上の道路とする．道路 iを通行中の車両数Ni とすると

き，式 3.3で求めた許容量を用いて，車両密度 Di は次の式によって求める．

Di =
Ni

Ci
∗ 100 (3.4)

3.3 津波遭遇リスク

津波遭遇リスクとは，車両が避難行動中に津波に遭遇する可能性を示す．津波遭遇リスク

を考慮しない場合，車両は最短距離の避難所を目指すため，津波遭遇リスクが高い沿岸部の

避難所や，沿岸部を通行する避難経路を採用する可能性が高く，避難経路の安全性は確保さ

れない．また，既に津波が到達しているエリアに進入する車両も発生するため，被災車両数

が増加する．そのため，津波遭遇リスクを考慮することで，避難経路の安全性を確保する．

津波遭遇リスクの確認は，各道路に設定している津波到達時間と訪問道路までの総所要時

間を比較する．総所要時間は，地震発生からの経過時間，訪問道路までの所要時間，3分間

の予備時間の合計とする．
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第 4章

情報拡散手段モデル

本章では，情報拡散手段について特徴とシミュレーション上でのモデルについて説明する．

使用する情報拡散手段は，拡散情報の内容，拡散範囲，情報量，リアルタイム性などの違い

から，人伝，ラジオ，SNS,v2vの 4種類を対象にする．

4.1 人伝

人伝はジェスチャーや口頭での情報拡散を想定する．車両の搭乗者が拡散された情報を車

両に記録することで，車両は避難所までの新しい経路を探索することができる．人伝による

情報拡散の特徴として，一度に複数の情報を拡散することは困難であること，道路閉塞や渋

滞を発見した地点から離れるほど正確性が低くなること，受信側は大量の情報を車両に正し

く記録することが難しいことが挙げられる．

本モデルでは，人伝の特徴を考慮し，直接入手した最も新しい情報を対向車線上の車両に

拡散する．そのため，拡散できる情報は，道路閉塞または渋滞の一方である．発見地点から

距離に応じた正確性の低下を再現するため，拡散成功率を式 4.1によって求める．式 4.1は，

伝達可能範囲 N，発見地点から通過した道路数M としたときの拡散成功率 P を示す．

P =
N −M

N
(4.1)

図 4.1を用いて，具体的なモデルを説明する．車両 A，車両 B，車両 Cは問題箇所を発見

している車両である．対向車 A，対向車 B，対向車 Cは問題箇所を発見していない車両で

ある．また，伝達可能範囲は N = 4である．拡散成功率は，車両 Aは，問題箇所から通過

した道路数がM = 0であるため，対向車 Aへの拡散成功率は，(4 − 0)/4 = 1となり，情
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4.2 ラジオ

報拡散は確実に成功する．車両 Bは，問題箇所から通過した道路数がM = 1であるため，

対向車 Bへの拡散成功率は，(4− 1)/4 = 0.75となる．同様に車両 Cから対向車 Cへの拡

散成功率は (4− 2)/4 = 0.5となる．

図 4.1 人伝モデル

4.2 ラジオ

ラジオは JARTIC（道路交通情報センター）が発信する民間放送やハイウェイラジオで

の情報拡散を想定する．ラジオによる情報拡散の特徴は，信頼性の高さと拡散範囲の広さで

ある．しかし，拡散できる情報の内容は幹線道路（高速道路，国道）の情報のみであるため，

幹線道路以外での道路閉塞や渋滞に対応できない．また，JARTIC では情報の更新は 5分

毎であり，震災時の避難を想定すると，沿岸部では 20分から 30分で津波が到達するため，

情報の拡散は 4回から 6回程度であり，リアルタイム性が低い．

本モデルでは，ラジオの扱う情報は，幹線道路のみであり，5分間隔でシミュレータ上の

全車両に情報を拡散する．図 4.2では，幹線道路である道路 Aで渋滞が発生しており，幹線

道路ではない道路 Bで道路閉塞が発生している．そのため，幹線道路である道路 Aの情報

が全車両に拡散される．

4.3 SNS

SNSは位置情報付きで投稿できるアプリケーションを想定する．特徴として，道路閉塞や

渋滞を発見次第，情報拡散が可能であるため，リアルタイム性が高い．また，幹線道路以外
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4.3 SNS

図 4.2 ラジオモデル

の情報も拡散できるため，多くの情報を拡散可能である．SNS の問題点として，インター

ネットへの接続，情報の混乱，デマ情報，利用率の低さが挙げられる．情報の混乱について

は，位置情報付きの情報のみを使用することで，膨大な情報の中から，被災地の災害情報を

取得することができる．しかし，SNSの位置情報は偽装可能であるため，デマ情報が投稿さ

れる可能性が存在する．利用率については，SNS利用者割合が低いほど，避難行動時のボト

ルネックとなる車両が増加する．

本モデルでは，前提としてインターネットへの接続は保証されているものとする．SNS利

用者割合はパラメータとして設定し，SNS 利用者に選択された車両間でのみ，全道路情報

の共有を行う．SNS利用者は道路閉塞または渋滞を発見した場合と，v2vによる情報共有時

に，SNSによる情報拡散を行う．また，SNS利用者はデマ情報の拡散と共有を行い，デマ

情報の解消は考慮しない．

図 4.3では，道路 A，道路 B，道路 Cには，SNS利用者である車両 A，車両 C，車両 D

が存在する．道路 Bでは渋滞，道路 Cでは道路閉塞が発生している．また，車両 Aと車両

Bは道路 Bを通行予定である．SNS利用者は道路閉塞または渋滞を発見時に情報を拡散す

るため，渋滞を発見した車両 Cと，道路閉塞を発見した車両 Dが情報を拡散する．そのた

め，車両 Aは道路 Bと道路 Cを避けた避難経路を探索する．車両 Bは SNS利用者ではな

いため，道路 Bの情報を取得できない．よって，進行方向の道路状況が分からず経路変更が
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4.4 v2v

発生しない．本研究では，拡散された情報を取得できず，他の車両の通行を妨げる車両を，

ボトルネック車両と呼ぶ．

図 4.3 SNSモデル

4.4 v2v

v2vは無線機器を搭載した車両間での通信を想定する．v2vの特徴として，車両が保持し

ている情報を大量に送受信することができる．さらに，インターネットに接続する必要がな

いため，通信インフラへの依存度が低く，災害時でも安定した利用が見込める．v2vの問題

点として，避難開始時間による同期時間のズレにより，ボトルネック車両が大量に発生する

可能性がある．また，無線通信機器の通信範囲は限られているため，周辺の情報しか取得で

きない．

本モデルでは，車両は出発時間から一定間隔毎に通信範囲内の同期時間が重なった車両と

情報を共有する．情報共有は車両間の距離が近い順に行われる．このとき，人伝で取得し

た情報は拡散しない．v2vの通信速度については，非常に高速であると仮定し，シミュレー

ションを行う．

図 4.4の v2vモデルには，同期時間が同じ，車両 A，車両 B，車両 Dと，同期時間が異
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4.4 v2v

なる車両 Cが存在する．通信可能範囲を 70m以内としたときの，データの更新例を表 4.1

に示す．車両は距離が近い車両から共有するため，車両 Aが保持しているデータ Aと車両

Bが保持しているデータ Bを共有する．次に，車両 Bと車両 Dがデータを共有する．車両

Bは，最初の情報共有によりデータ Aを保持しているため，データ Aとデータ Bを，車両

D はデータ D を共有する．車両 C は同期時間が異なるため，データは共有されないまた，

車両 Aと車両 Dは通信可能範囲を超えているため，データの共有は発生しない．

車両 Aと車両 Bの詳細なデータ共有について，表 4.2，表 4.3，表 4.4を用いて説明する．

車両が保持するデータには，道路 ID，道路情報，更新時間が記録されている．同期は，シ

ミュレーション開始から 60秒後に行われたと想定する．データの共有時，各道路 ID毎に道

路情報を比較し，異なっている場合，更新時間が新しいデータに合わせて更新される．更新

時間は同期時間に従って更新される．そのため，表 4.2では，道路 Aが渋滞しているおり，

表 4.3では，渋滞が解消している．更新時間を比較した場合，渋滞解消の情報が新しいため，

表 4.3の道路情報に統一される．同様に，車両 Aは道路 Cでの道路閉塞を車両 Bに共有す

ることで，車両 Aと車両 Bは表 4.4のデータを保持する．

図 4.4 v2vモデル
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4.4 v2v

表 4.1 v2vモデルのデータ更新例
車両 順番（通信車両） 共有前 共有後

車両 A 1(車両 B) dataA dataA，dataB

車両 B 1(車両 A),2(車両 D) dataB dataB，dataA，dataD

車両 C dataC

車両 D 2(車両 B) dataD dataD，dataA，dataB

表 4.2 車両 Aの保持データ
道路 ID 道路情報 更新時間（秒）

道路 A 渋滞 20

道路 B なし 0

道路 C 道路閉塞 10

表 4.3 車両 Bの保持データ
道路 ID 道路情報 更新時間（秒）

道路 A 渋滞解消 40

道路 B なし 0

道路 C なし 0

表 4.4 車両 Aと車両 Bの共有後データ
道路 ID 道路情報 更新時間（秒）

道路 A 渋滞解消 60

道路 B なし 0

道路 C 道路閉塞 60
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第 5章

シミュレーションモデル

本章では，道路ネットワークモデル，津波到達モデル，車両モデル，再経路探索モデル，

津波を考慮した経路探索モデルについてシミュレーション上でのモデル化を説明する．

5.1 道路ネットワークモデル

本研究では，南海トラフ巨大地震による被災が考えられ，津波の到達時間が早い高知県

香南市の沿岸部の地域を対象にする．避難所と津波到達時間は，図 5.1のハザードマップに

従って設定する [11]．避難所は，津波避難所，津波避難ビル，津波避難タワー，一時避難場

所に指定されている場所とする．また，津波到達時間が 20分から 30分の地域を沿岸部，津

波到達時間が 30分から 40分の地域を内陸部と呼ぶ．津波到達時間の設定は，津波が到達す

るまでの最短時間とする．

道路ネットワークモデルに使用する地図データは，OpenStreetMap から取得した地

図（図 5.2）を，SUMO で扱える地図（図 5.3）に変換したものを使用する．そのため，

OpenStreetMapの更新状況に依存しており，実際の道路とは異なった箇所が存在している．

SUMOでは道路ネットワークはエッジのみで構成されるため，一般的なグラフ理論の形

式とは異なる．そのため，各エッジが持つ情報を，重みと重み以外の情報に分け，図 5.1の

ように，重み以外の情報を持ったエッジをノードとして定義する．作成したノード Aとノー

ド Bは，重みの情報を持ったエッジ Bによって接続する．

エッジの重みは，道路を最高速度で通過する場合に所要時間（秒）とする．最高速度は，

東日本大震災時の平均速度に従い，9km/h(2.5m/s)とする [4]．従って，エッジの所要時間
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5.1 道路ネットワークモデル

si は，道路 iの長さ li としたとき，次の式で求められる．

si =
li
2.5

(5.1)

図 5.1 高知県香南市のハザードマップ

図 5.2 OpenStreetMap上での高知県香南市の地図（2023年）
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5.2 津波到達モデル

図 5.3 SUMO上での高知県香南市の地図

図 5.4 一般的なグラフへの変換

5.2 津波到達モデル

高知県香南市の地域が被災する最短時間は，図 5.1より，沿岸部で 20分（1200秒），内

陸部で 30分（1800秒）である．SUMOでは，シミュレーション上の 1ステップは現実の 1

秒に対応しているため，1200ステップと 1800ステップに津波が到達する．1200ステップ

では，沿岸部を通行する全ての車両を沿岸部での被災車両数として数える，シミュレーショ

ン上から削除する．以降，沿岸部に進入した車両も沿岸部での被災車両数として数え，シ
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5.3 車両モデル

ミュレーション上から削除する．1800ステップでは，全地域に津波が到達するため，避難が

完了していない車両を全て内陸部での被災車両数として数え，シミュレーション上から削除

する．ただし，道路閉塞などの影響で停止している車両が被災した場合には，被災地域を考

慮せず，その他の要因として被災車両数を数える．

5.3 車両モデル

全ての車両は，情報拡散手段を用いて道路閉塞または渋滞情報を拡散できる．また，拡散

された情報の取得，取得した情報を用いた経路探索も可能である．車両は全て乗用車であ

り，詳細な制御は SUMOのデフォルトに従う [12]．

車両の初期情報として，道路ネットワークのデータと避難所までの最短経路を所持してい

る．道路ネットワークのデータには，各ノード毎に道路閉塞または渋滞情報を記録する．ま

た，記録したステップ数の管理も車両毎に行う．避難経路情報は，再経路探索により避難経

路が新しくなる場合に上書きされる．

車両の初期配置は，道路ネットワーク上の全ノードに同数配置する．シミュレーション開

始後，各ノードに配置された車両は先頭車両から順にシミュレーション上に出現し，避難を

行う．そのため，車両の出発時間は，シミュレーション上に出現したステップ数とする．

車両が道路閉塞に遭遇し，Uターン不可能であると判断した場合，車両は出発予定車両が

全て出現するまで進行を続ける．ただし，出発予定車両が全て出現した場合，または先頭車

両が道路閉塞箇所に指定されたノードを通過する場合，停止する．停止車両は津波に遭遇す

るまで，情報拡散を続ける．

5.4 再経路探索モデル

経路探索にはダイクストラ法を使用しており，再経路探索は，車両が避難経路として通過

するノードに道路閉塞，渋滞の発生，渋滞の解消が記録された場合に発生する．また，車両

は一定間隔で避難経路の津波遭遇リスクの確認を行い，津波遭遇リスクが確認された場合に
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5.5 津波を考慮した経路探索モデル

も再経路探索は発生する．

車両の再経路探索は，道路閉塞遭遇時とその他の要因で異なる．道路閉塞遭遇時，Uター

ン可能である場合，車両は Uターンを前提として，再経路探索を実行する．Uターン不可能

である場合，再経路探索は実行されない．その他の要因として，渋滞遭遇時には，Uターン

を考慮せず，車両の現在位置ノードから再経路探索を実行する．また，情報拡散手段による

記録，津波遭遇リスクが確認された場合にも，渋滞遭遇時と同じ再経路探索が適用される．

再経路探索実行時，渋滞が記録されたノードは通行する可能性があるが，道路閉塞と津波

遭遇リスクが存在するノードを通行する可能性はない．そのため，通行できないノードの存

在により，避難所までの経路が探索できない車両が発生する．このような，避難経路失敗車

両は，避難経路の変更は発生せず，停止することもない．

5.5 津波を考慮した経路探索モデル

津波遭遇リスクを考慮した経路探索モデルについて説明する．以下に経路探索モデルの処

理手順を示す．

1. ダイクストラ法による経路探索を実行

2. ノード訪問時，訪問ノードまでの総所要時間を計算

3. 訪問ノードに設定されている津波到達時間と総所要時間を比較

4. 総所要時間を津波到達時間が超える場合，津波に遭遇すると判断

5. 津波に遭遇する場合，一時的に訪問ノードまでの重みを加増

図 5.5を用いて，具体的な処理を説明する．エッジにはエッジ IDと重み（分），ノードに

はノード ID，避難所情報，津波到達時間を記載している．地震発生から 10分経過している

仮定した場合の，ノード A上の車両の経路を確認する．避難所 Aまでの経路では，ノード

Bまでの所要時間は 3分，経過時間 10分，避難予備時間 3分であるため，総所要時間は 16

分となる．ノード Bに設定されている津波到達時間は 20分であるため，所要時間は加増さ

れない．ノード Cまでの所要時間は 8分であるため，総所要時間は 24分となり，ノード C
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の津波到達時間を超過している．そのため，エッジ B の所要時間を加増することで，避難

所 Aまでの避難経路の採用を防ぐ．次に避難所 Bまでの経路を確認すると，総所要時間は，

ノード Dで 21分，ノード Eで 26分，ノード Fで 29分となり，全てのノードで津波到達

時間を下回っている．従って，避難所 Bまで安全に通行できることが確認できるため，ノー

ド Aに存在する車両は避難所 Bを目的地として進行する．

図 5.5 災害情報を考慮した道路ネットワークモデル例
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第 6章

評価

6.1 実験環境

本研究では，Ubuntu 22.04.3 LTS 上に SUMO の環境を構築し，python3 を用いてシ

ミュレータを作成している．SUMO のバージョンは Eclipse SUMO sumo Version 1.16.0

を使用する．実験環境の詳細を表 6.1に示す．

表 6.1 実験環境
項目 実験環境情報

product Intel(R) Xeon(R) E-2336 CPU @ 2.90GHz

vendor Intel Corp.

physical id 1

bus info cpu@0

version 6.167.1

size 1100MHz

capacity 4800MHz

width 64 bits

configuration microcode=87
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6.2 評価項目

6.2 評価項目

本研究では，災害情報の種類による情報拡散手段の有効性を確認するため，災害情報の考

慮を以下のパターンに分け，被災車両数の割合を評価する．

(a) 道路閉塞のみを考慮

(b) 道路閉塞と渋滞を考慮

(c) 道路閉塞と津波遭遇リスクを考慮

(d) 道路閉塞，渋滞，津波遭遇リスクを考慮

加えて，情報拡散手段を単体で使用した場合と，3 種類以上組み合わせた場合の被災車両

数の割合を評価する．SNS 利用者割合は，全ての項目で全車両の 20%が利用した場合と，

40%が利用した場合について結果を取得する．また，道路閉塞箇所の影響による違いを確認

するため，道路閉塞箇所と SNS 利用者に選択される車両を変更してシミュレーションを 5

回実行した結果を取得し，評価する．道路閉塞箇所のパターンは付録 Aに記載する．

被災車両は，避難行動中に津波に遭遇した車両とし，沿岸部での被災車両数，内陸部での

被災車両数，その他の要因での被災車両数を取得する．被災車両数割合は，避難車両数に対

する被災車両数の割合を示す．シミュレーションで使用したパラメータを表 6.2に示す．
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6.2 評価項目

表 6.2 シミュレーションパラメータ
パラメータ 値

道路ネットワークの構成エッジ数 644エッジ

幹線道路数 56箇所

避難所 14箇所

各道路の最高速度 9km/h

避難車両数 1929台（1ノードあたり 3台）

道路閉塞箇所（幹線道路） 5個

道路閉塞箇所（幹線道路以外） 15個

道路閉塞箇所（デマ情報） 5個

渋滞判定密度 70%

津波到達時間（沿岸部） 1200秒

津波到達時間（内陸部） 1800秒

津波遭遇リスク確認間隔 60秒

津波遭遇リスク予備時間 180秒

人伝による情報拡散範囲 発見地点から 4ノード

ラジオ拡散間隔 300秒

v2v同期間隔 60秒

v2v通信距離 70m
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6.3 結果と考察

5回取得したデータを，情報拡散手段を単体で使用した場合と複数組み合わせた場合に分

け，災害情報の考慮パターン毎に記載する．情報拡散手段を単体で使用した場合のデータを

データ Ax，データ Bx，データ Cx，データ Dx，データ Exとする．複数組み合わせて使用

した場合のデータをデータ Ay，データ By，データ Cy，データ Dy，データ Eyとする．

情報拡散手段なしと比較した場合の被災車両数割合の増減を確認し，情報拡散手段の有効

性について考察する．また，考慮する災害情報による被災車両数割合を考察する．加えて，

複数組み合わせた場合の情報拡散手段の有効性を 4種類を組み合わせた場合と，3種類を組

み合わせた場合の差から確認する．

6.3.1 情報拡散手段を単体で使用した場合

（a）道路閉塞のみを考慮

図 6.1から 6.5に道路閉塞のみを考慮した場合の結果を示す．各データから，道路閉塞箇

所の発生場所によって有効な情報拡散手段が異なる．図 6.1ではラジオ以外での有効性が確

認できる．図 6.2では，情報拡散手段による差が小さい．図 6.3は SNSの有効性が高く，図

6.4は人伝と v2vでの有効性が高い．図 6.5ではラジオでの有効性が高く，人伝による有効

性が確認できない．

ラジオの特徴は，幹線道路の道路閉塞箇所数は同じ場合，幹線道路閉塞箇所の交通量が多

いほど，有効であることが明らかである．そのため，図 6.5では，交通量の多い幹線道路が

道路閉塞箇所として選択されている可能性が高い．

人伝の特徴として，経路変更後に遭遇する道路閉塞が多いほど，有効性が下がる．有効性

が確認できた図 6.1，6.4では，道路閉塞箇所に複数回遭遇する車両が少なかったと考えられ

る．図 6.5で有効性が確認できない理由として，幹線道路閉塞箇所を通行する際の情報拡散

力が低下していると考えられる．ラジオの有効性が高いことから，交通量の多い幹線道路が

道路閉塞となったことがわかる．幹線道路では交差点までの距離が長く，道路閉塞箇所の発
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見から拡散までの所要時間が大きいため，道路閉塞箇所進入前の車両に対して情報の拡散が

できない．そのため，人伝では距離の長い幹線道路のような道路閉塞に遭遇する場合，有効

が低くなると考えられる．

図 6.3では，SNS の有効性が高く，利用者割合が多いほど有効性が向上する．SNS では

デマ情報が拡散されるため，通行予定車両の多い道路がデマ情報として選択されると有効性

が低くなる．しかし，全データで有効性の低下が確認できないため，デマ情報を信じる車両

が全体の 40%であれば，デマ情報の影響は小さい．

v2vは，遭遇しやすい近隣の道路閉塞情報を多く共有できるため，経路変更後に道路閉塞

に遭遇する車両が少なく，有効性が高くなりやすい．有効性が確認できない場合，道路閉塞

箇所の位置が離れており，拡散範囲の小さい v2vでは有効性が低い．また，同期時間のズレ

によって発生するボトルネック車両が他車両の通行を妨げる場合にも，有効性が低下すると

考えられる．

図 6.2のように情報拡散手段による有効性の差が小さい原因として，道路閉塞箇所の数が

少なかったと考えられる．そのため，道路閉塞箇所が多い場合と少ない場合に分けて，情報

拡散手段の有効性を確認することで，新しい特徴を発見できると考える．
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図 6.1 データ Ax（道路閉塞のみ考慮） 図 6.2 データ Bx（道路閉塞のみ考慮）

図 6.3 データ Cx（道路閉塞のみ考慮） 図 6.4 データ Dx（道路閉塞のみ考慮）

図 6.5 データ Ex（道路閉塞のみ考慮）
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（b）道路閉塞と渋滞を考慮

図 6.6 から 6.10 に道路閉塞と渋滞を考慮した場合の結果を示す．各データから，道路閉

塞のみを考慮した場合に比べ，人伝と v2vで有効性が極端に低くなる．SNSとラジオは有

効性が高くなりやすいが，有効性が確認できない場合がある

人伝と v2v で有効性が極端に低下した理由として，情報拡散範囲が狭く遠方の情報を取

得できなかったため，経路変更後の渋滞遭遇率が高いと考えられる．また，渋滞解消情報の

取得も難しく，渋滞情報のみが蓄積されるため，長距離の迂回を強いられる車両や津波遭遇

リスクの高い経路に進入する車両が増加し，沿岸部での被災車両数が増加した．特に v2vで

は渋滞発生箇所の周辺車両が集団で経路変更を行う可能性が高く，別の場所での渋滞が発生

しやすいため，渋滞情報が大量に蓄積される．加えて，経路変更が頻繁に発生することで，

ボトルネック車両との遭遇率が高くなることで，被災車両数が増加したと考えられる．

ラジオでは，交通量が多い幹線道路の情報が拡散される．幹線道路で渋滞が発生した場合

には，交通量の少ない道路に分散される．また，拡散間隔の 5分以内に渋滞が解消する可能

性が高く，渋滞解消情報も拡散されるため，渋滞情報の蓄積は発生せず，渋滞が解消した幹

線道路を通行できる．そのため，ラジオでは車両が分散しやすく，交通流が向上したことで

有効性が高くなったと考えられる．

SNSは，広域の渋滞情報を拡散できるため，経路変更後に渋滞に遭遇する可能性は低い．

また，渋滞解消情報の拡散と取得も発生しやすい SNSの有効性が低下する原因として，デ

マ情報とボトルネック車両の影響が考えられる．渋滞を考慮することで，経路変更が頻繁に

発生し，多くの道路の通行を想定する必要がある．そのため，デマ情報により通行できない

道路が存在すると，SNS利用者は無駄な迂回を強いられる．また，ボトルネック車両の遭遇

率も高くなるため，有効性が低下する．図 6.8，6.9のように，SNSによる有効性が大きい

ものは，デマ情報の影響力が小さく，ボトルネック車両との遭遇が少なかったからである．

従って，SNSは利用者割合が多くなると，有効性が向上し，渋滞の緩和はデマ情報よりも影

響が大きい．しかし，状況によって有効性を発揮できない場合も存在する．
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図 6.6 データ Ax（道路閉塞と渋滞を考慮） 図 6.7 データ Bx（道路閉塞と渋滞を考慮）

図 6.8 データ Cx（道路閉塞と渋滞を考慮） 図 6.9 データ Dx（道路閉塞と渋滞を考慮）

図 6.10 データ Ex（道路閉塞と渋滞を考慮）
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（c）道路閉塞と津波遭遇リスクを考慮

図 6.11から 6.15に道路閉塞と津波遭遇リスクを考慮した場合の結果を示す．各データか

ら，道路閉塞のみを考慮した場合よりも，沿岸部での被災車両数割合は減少しているが，内

陸部とその他の被災車両数割合は増加している．被災車両数割合の合計では，情報拡散力の

強い情報拡散手段ほど，有効性が向上している．

内陸部の被災車両数が増加した理由は，沿岸部への避難車両が減少したため，内陸部での

交通量が増加し，深刻な渋滞が発生したからだと考えられる．また，その他の被災車両数が

増加した理由は，津波遭遇リスクによる経路変更により，Uターンできない道路閉塞箇所に

進入する車両が増加したからである．特に情報拡散力が弱い情報拡散手段では，Uターンで

きない道路閉塞箇所の情報を十分に拡散できなかったため，有効性の向上がみられなかった．

津波遭遇リスクを考慮することで道路閉塞のみを考慮した場合に沿岸部での被災車両数が

多い情報拡散手段ほど有効性が確認できる．そのため，沿岸部に避難所が集中している場

合，沿岸部で渋滞が発生しやすいため，津波遭遇リスクを考慮することで，被災車両数を減

少できると考えられる．

道路閉塞のみを考慮した場合と比べ，有効性が大きく向上しなかった理由として，対象に

した高知県香南市の避難所の配置が影響している．対象地域の避難所は内陸部に多く配置さ

れており，沿岸部に設置された避難所も内陸部付近であるため，沿岸部を通行する避難車両

が少ない．そのため，避難所が内陸部に多い場合には，効果が薄いことがわかる．
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図 6.11 データ Ax（道路閉塞と津
波遭遇リスクを考慮）

図 6.12 データ Bx（道路閉塞と津
波遭遇リスクを考慮）

図 6.13 データ Cx（道路閉塞と津
波遭遇リスクを考慮）

図 6.14 データ Dx（道路閉塞と津
波遭遇リスクを考慮）

図 6.15 データ Ex（道路閉塞と津
波遭遇リスクを考慮）
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（d）道路閉塞，渋滞，津波遭遇リスクを考慮

図 6.16 から 6.20 に道路閉塞，渋滞，津波遭遇リスクを考慮した場合の結果を示す．各

データから，災害情報を全て考慮した場合には，道路閉塞と渋滞を考慮した場合よりも，沿

岸部での被災車両数割合が大きく減少している．しかし，内陸部やその他の被災車両数割合

が増加することで，有効性が下がる情報拡散手段も存在する．

災害情報を全て考慮した場合の特徴として，渋滞，津波遭遇リスク，道路閉塞の順で影響

が大きいことが確認できる．そのため，道路閉塞と渋滞を考慮した場合と各情報拡散手段の

有効性の特徴が類似している．同様に，津波遭遇リスクを考慮した場合に有効性の低い，拡

散力が弱い情報拡散手段では，Uターンできない道路閉塞箇所に進入する車両が増加する．

加えて，津波遭遇リスクの考慮により，内陸部での渋滞が発生しやすいため，渋滞の特徴が

現れやすいと考えられる．

SNS の有効性に差が大きい原因として，デマ情報の影響力とボトルネック車両との遭遇

率が考えられる．図 6.16 の SNS 利用者 40%では，沿岸部から内陸部に避難する車両の交

通量が多い道路がデマ情報として選択されたと考えられる．また，津波遭遇リスクの考慮に

より，沿岸部から内陸部に移動する車両が増加するため，渋滞が多発し，経路探索が頻繁に

発生する．そのため，デマ情報の影響力が強くなり，ボトルネック車両との遭遇率も高くな

る．従って，道路閉塞のみを考慮した場合に，影響力が小さいデマ情報でも渋滞や津波遭遇

リスクを考慮した場合には，影響力が大きくなる．

渋滞や津波遭遇リスクを考慮による問題点として，経路探索が頻繁に起こり，SNSや v2v

ではボトルネック車両との遭遇率が高くなる．また，ラジオや人伝では，拡散できる情報が

少なく，交通効率を向上させることが難しい．そのため，単体での情報拡散には限界があり，

考慮する災害情報が多いほど，交通の混乱が発生しやすいと考えられる．
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6.3 結果と考察

図 6.16 データ Ax（道路閉塞，渋
滞，津波遭遇リスクを考慮）

図 6.17 データ Bx（道路閉塞，渋
滞，津波遭遇リスクを考慮）

図 6.18 データ Cx（道路閉塞，渋
滞，津波遭遇リスクを考慮）

図 6.19 データ Dx（道路閉塞，渋
滞，津波遭遇リスクを考慮）

図 6.20 データ Ex（道路閉塞，渋
滞，津波遭遇リスクを考慮）
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6.3 結果と考察

6.3.2 情報拡散手段を複数組み合わせて使用した場合

（a）道路閉塞のみを考慮

図 6.21から 6.25に道路閉塞のみを考慮した場合の結果を示す．各データから，複数の情

報拡散手段を組み合わせることで，単体での使用より，全ての組み合わせで有効性が確認で

きる．また，単体での使用と同様に道路閉塞箇所への依存も確認できる．

人伝は組み合わせることで，有効性が低下する可能性がある．SNS と組み合わせた場合

には，SNS利用車両が道路閉塞を発見する前に人伝によって経路変更を行うため，道路閉塞

情報の拡散力が下がるからである．v2vと組み合わせた場合には，人伝により情報が拡散さ

れることで，一部の車両が v2vの同期時間より早く経路変更を行うことで，道路ネットワー

ク上の車両の位置関係が変化したからだと考えられる．そのため，人伝を組み合わせる場合

には，SNS利用者との連携や，v2vの同期時間を考慮しなければ，効果的な避難行動は実現

できない．

ラジオは道路閉塞のみ考慮した場合の単体使用で，図 6.5 以外で効果がない．同様に図

6.25以外での有効性は確認できない．しかし，車両が事前に道路情報を取得することで，幹

線道路を通行する可能性があり，組み合わせによる有効性の向上は考えられる．また，ラジ

オは単体使用での結果から交通に大きな混乱を与えないため，組み合わせによる有効性の低

下は小さいと考えられる，

SNSの特徴として，組み合わせることで有効性は向上するが，情報の拡散力が強くなり，

デマ情報の影響を受けやすくなる．そのため，SNS利用者割合 20%に比べ利用者割合 40%

の被災車両数の増加する可能性がある．従って，デマ情報の拡散力を考慮して組み合わせな

ければ，被災車両数は増加する．

v2vは拡散力が強く，SNSと組み合わせる場合には，デマ情報を大きく拡散するため，有

効性が低下する可能性は高い．しかし，組み合わせることで，大量の情報を拡散でき，ボト

ルネック車両も減少する．結果から被災車両数が減少しすい傾向にあるため，デマ情報の影

響力よりボトルネック車両の減少が効果的だとわかる．
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6.3 結果と考察

図 6.21 データ Ay（道路閉塞のみ考慮）

図 6.22 データ By（道路閉塞のみ考慮）
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6.3 結果と考察

図 6.23 データ Cy（道路閉塞のみ考慮）

図 6.24 データ Dy（道路閉塞のみ考慮）
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6.3 結果と考察

図 6.25 データ Ey（道路閉塞のみ考慮）
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6.3 結果と考察

（b）道路閉塞と渋滞を考慮

図 6.26から 6.30に道路閉塞と渋滞を考慮した場合の結果を示す．各データから，渋滞を

考慮することで，v2vと SNSを組み合わせた場合に，有効性が大きく低下している．特に

沿岸部での被災車両数が増加している．

渋滞考慮による有効性の低下は，デマ情報の拡散力が v2vにより増加したからである．渋

滞情報を考慮することで，道路閉塞，渋滞，デマ情報の 3 種類を回避する経路を探索する

ため，沿岸部を進入する車両が増加する．また，情報拡散手段を組み合わせることで，ボト

ルネック車両は減少する傾向にあるが，渋滞の回避のため経路変更が頻繁に起こり，ボトル

ネック車両との遭遇率が高くなり，被災車両数を大きく減少させることはできなかったと考

えられる．

人伝，ラジオ，v2vの組み合わせでは，デマ情報は拡散されないが，他の組み合わせとの

差は確認できない．これは，単体での使用と同様に，人伝や v2v では，情報拡散範囲の狭

く，渋滞解消情報の取得が難しい．また，ラジオでは十分な情報が取得できなかったため，

有効性に大きな変化がみられなかったと考えられる．

v2v以外を組み合わせた場合，特に SNS利用者割合 40%のとき，有効性が大きく向上し

ている．これは，人伝により，車両への影響力の強い近隣の情報を取得でき，SNSとラジオ

によって，道路ネットワーク全体の渋滞情報と渋滞解消情報を取得できたからである．その

ため，デマ情報の影響力よりも渋滞との遭遇の減少による交通効率が大きくなったからだと

考えられる．
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6.3 結果と考察

図 6.26 データ Ay（道路閉塞と渋滞を考慮）

図 6.27 データ By（道路閉塞と渋滞を考慮）
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6.3 結果と考察

図 6.28 データ Cy（道路閉塞と渋滞を考慮）

図 6.29 データ Dy（道路閉塞と渋滞を考慮）
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6.3 結果と考察

図 6.30 データ Ey（道路閉塞と渋滞を考慮）
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6.3 結果と考察

（c）道路閉塞と津波遭遇リスクを考慮

図 6.31から 6.35に道路閉塞と津波遭遇リスクを考慮した場合の結果を示す．各データか

ら，津波遭遇リスクを考慮することで，複数組み合わせた場合の道路閉塞のみ考慮と比べ，

僅かに有効性が向上する傾向がある．また，単体で使用した場合と比べ，その他の被災車両

数割合の増加が低いことが確認できる．

道路閉塞のみの場合と比べ，有効性に差が出にくい理由として，単体使用での津波遭遇リ

スクを考慮した場合と同様に，対象地域の避難所の位置が影響していると考えられる．ま

た，単体使用より有効性の向上率が低い理由として，拡散力の強化と経路探索回数の増加に

より，デマ情報の影響力が大きくなり，交通効率が悪化したからだと考えられる．

その他の被災車両数割合の増加が低い理由は，情報拡散手段を組み合わせることで，情報

拡散力が強くなり，道路閉塞箇所の情報を事前に取得できたからである．そのため，Uター

ンできない道路閉塞箇所に遭遇する可能性が減少したからだと考えられる．

図 6.31 データ Ay（道路閉塞と津波遭遇リスクを考慮）
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6.3 結果と考察

図 6.32 データ By（道路閉塞と津波遭遇リスクを考慮）

図 6.33 データ Cy（道路閉塞と津波遭遇リスクを考慮）
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6.3 結果と考察

図 6.34 データ Dy（道路閉塞と津波遭遇リスクを考慮）

図 6.35 データ Ey（道路閉塞と津波遭遇リスクを考慮）

– 41 –



6.3 結果と考察

（d）道路閉塞，渋滞，津波遭遇リスクを考慮

図 6.36 から 6.40 に道路閉塞，渋滞，津波遭遇リスクを考慮した場合の結果を示す．各

データから，人伝，ラジオ，SNSを組み合わせた場合に，被災車両数を大きく減らすことが

確認できる．データによって SNS利用者割合による被災車両数割合の差は大きい．

SNS 利用者割合の違いによる被災車両数の増減は，これまでの考察と同様にデマ情報の

影響力である．特に，情報拡散手段を組み合わせることで，渋滞情報を頻繁に更新している

ため，経路変更が発生しやすく，デマ情報への依存度が大きく現れたと考えられる．

災害情報を全て考慮し，複数組み合わせた場合の特徴として，沿岸部での被災車両数の大

幅な減少と組み合わせによって内陸部の被災車両数の増加に差が大きいことである．津波遭

遇リスクを考慮することで，道路閉塞と渋滞を考慮したときに比べ，沿岸部での被災車両数

を大きく減少できる．これは，渋滞を回避するために経路変更を行う車両が，渋滞よりも津

波遭遇リスクの高い経路を回避するため，沿岸部に進入する車両が減少したからである．内

陸部での被災車両数の増加率が高い組み合わせは，道路閉塞と渋滞を考慮した場合に，沿岸

部での被災車両数が多いものである．そのため，沿岸部で交通量が多くなる組み合わせで

は，内陸部へ避難する車両も増加する．従って，内陸部で大きな渋滞やボトルネック車両と

の遭遇率が向上し，被災車両数割合の総数に与える影響が小さかったと考えらえれる．

津波遭遇リスクを考慮しない情報拡散手段なしに比べ，災害情報を全て考慮し複数組み合

わせることで，5%から 10%程度被災車両数を減少できる組み合わせが存在する．しかし，

組み合わせ方によっては，被災車両数が 10%以上増加するものも存在する．特に SNSを組

み合わせる場合，拡散力が強くなることや経路変更回数の増加により，デマ情報の影響力が

大きくなる可能性がある．そのため，各情報拡散手段の特徴と災害情報を検討して情報拡散

手段を組み合わせる必要がある．
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6.3 結果と考察

図 6.36 データ Ay（道路閉塞，渋滞，津波遭遇リスクを考慮）

図 6.37 データ By（道路閉塞，渋滞，津波遭遇リスクを考慮）
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6.3 結果と考察

図 6.38 データ Cy（道路閉塞，渋滞，津波遭遇リスクを考慮）

図 6.39 データ Dy（道路閉塞，渋滞，津波遭遇リスクを考慮）
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6.3 結果と考察

図 6.40 データ Ey（道路閉塞，渋滞，津波遭遇リスクを考慮）
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第 7章

おわりに

本研究では，災害情報と情報拡散手段の種類による有効性を被災車両数を用いて評価し

た．道路閉塞箇所を変更し，シミュレーションを 5回行った結果，道路閉塞箇所や考慮する

災害情報によって，有効な情報拡散手段が異なった．情報拡散手段を単体で使用した場合，

拡散範囲や拡散できる情報量に影響を受けやすい．また，考慮する災害情報が多いほど，経

路変更回数が増加し，デマ情報の影響力が大きくなる．複数組み合わせた場合には，デマ情

報の拡散力が強くなり，SNSを用いた場合の有効性がデマ情報の位置に依存しやすい．v2v

では他の情報拡散手段によって情報が拡散されることで，車両の位置関係が変わることで，

被災車両数が増加する可能性もある．従って，情報拡散手段を組み合わせる場合，道路閉塞

箇所の位置，津波到達時間，情報拡散手段の特徴など，様々な要因を検討して，組み合わせ

る必要がある．

本研究では，各車両が独立して避難経路を決定する分散型であったため，道路ネットワー

ク全体での最適化が行えず，道路閉塞，デマ情報，渋滞の発生場所に影響を受けた．今後の

方針として，拡散する情報の追加と新しい情報拡散手段の検討を行う必要がある．拡散する

情報として，避難経路を拡散することで，渋滞地点を予測した避難経路の作成が可能であ

る．新しい情報拡散手段では，路車間通信やデマ情報を解消できるような情報拡散手段を追

加した場合の避難行動について検討する必要がある．
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付録A

図 A.1から図 A.5は，５パターンの道路閉塞箇所である．赤色の道路は道路閉塞箇所で

あり，オレンジ色の道路はデマ情報を示す．

図 A.1 道路閉塞パターン A
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図 A.2 道路閉塞パターン B

図 A.3 道路閉塞パターン C
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図 A.4 道路閉塞パターン D

図 A.5 道路閉塞パターン E
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